
平成22年国勢調査関係者会議の今後の展開（案）
平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年
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 平成22年国勢調査企画会議（Ｈ18.9～21.9）
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平成22年国勢調査関係者会議
（Ｈ19.10～21.9）

関係者会議への
参加の事前調整
など所要の準備

平成22年国勢調査の実施に向けた取組状況等を説明
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平成22年国勢調査協力者会議(地方)(仮称)
（Ｈ2１.10～23.3）

○プレスリリース（節目ごとに実施）
　　３月 ⇒ 調査方法の検討状況のまとめ
　　　　　5月 ⇒ 3次試験調査の実施
　　　　　　　　6月 ⇒ 標語・ポスター図案募集
　　　　　　　　　　１０月 ⇒ 実施本部設置(国勢調査まであと１年)、広報サイトの開設
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平成22年国勢調査協力者会議(国)(仮称)
（Ｈ21.10～23.３）

　

○関係団体ごとに要請する事項が異なることから、
　各分野ごとに関係者会議を開催

○国、地方公共団体を通じた
　 全国的な取組

○広く統計調査に関して
   継続的に開催すること
   が効果的

平成22年国勢調査実施本部(国)（Ｈ21.10～23.３）

平成22年国勢調査実施本部(地方)（Ｈ21.10～23.３）

　　・各関係団体への協力依頼事項の
　　　提示及び対応方法の協議



関係者会議の今後の展開についての考え方（イメージ） 

 

○ 関係者会議の開催（19 年 10 月～） 

・国勢調査の意義などを説明 

・各団体の総会の場の活用など効果的な周知方法の検討 

・各団体における地方組織の把握（各団体からの紹介等） 

・地方公共団体が開催する協力者会議への出席依頼 等 

 

○ 関係者会議を協力者会議に改組し、国、地方を通じた関係団体等との緊密な協力関係を構築（2１年 10 月～） 

《国》 

・地方公共団体における協力者会議の設置の説明 

・各団体の総会の場の活用など効果的な協力依頼方法の検討 

・効果的な場を通じた各団体への協力依頼の実施 

  ・協力者会議参集団体への国勢調査実施状況の報告 等 

 

《都道府県》 

  ・総務省統計局から紹介された団体の地方組織を中心に効果的な構成による協力者会議の設置 

・調査の概要、調査結果の利用を通じた調査の役割の周知 

・各団体の総会の場の活用など効果的な協力依頼方法の検討 

・傘下企業等協力依頼先の把握 

・協力依頼スケジュール等の説明及び協力要請 

・効果的な場を通じた各団体への協力依頼の実施 

・協力者会議参集団体への国勢調査実施状況の報告 等 


